
【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益の計上基準

(1) 看護専門学校事業、治療就労両立支援センター事業の業務経費

期間進行基準を採用しております。

(2) 上記（看護専門学校事業、治療就労両立支援センター事業の業務経費）以外

費用進行基準を採用しております。

これは、当機構の業務は多岐に亘っており、それぞれが複雑に関連していること等か

ら、看護専門学校事業、治療就労両立支援センター事業の業務経費以外については、個々

の業務の達成度の把握や一定の期間の経過を業務の進行とみなすことについて客観的

な基準が示せず、業務と交付金の対応関係を示すことが困難であることから、業務達成

基準、期間進行基準を採用しておりません。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法は総平均法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 6 ～ 47 年

構築物 10 ～ 60 年

器具・備品 4 ～ 20 年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア 5 年

４．貸倒引当金・求償権償却引当金の計上基準

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権の貸倒引当金は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

５．賞与引当金の計上基準

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職

員に対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上して

おります。



(2) 労災病院事業以外

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため賞与に係る引当金は計

上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の

引当外賞与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しており

ます。

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職

員の退職給付に備え、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき引当金を計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。

(2) 労災病院事業以外

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金

への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退

職一時金に係る債務については、事業年度末に在籍する役職員について、当事業年度末

の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、退職者に係る

前事業年度末の退職給付見積額を控除した額とし、厚生年金基金に係る年金債務につい

ては、年金債務に係る当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積

額を控除した額を計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

８．未収財源措置予定額の計上基準

融資資金貸付金の回収業務について、その債権の貸倒償却が行われた場合には償却した

事業年度に償却相当額が補助金交付されることから貸倒引当金の額に相当する額を計上

しております。

９．資産見返補助金等の計上方法

未払賃金代位弁済求償権及び援護資金貸付金について、貸付金等の残高から貸倒引当金

を控除した額等を計上しております。



10．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の

計算方法

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

(2) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成27年3月末利回りを参考に0.400％で計算しております。

11．リース取引の処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

12．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金から

なっております。

13．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

【注記事項】

〔貸借対照表関係〕

１．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき賞与の見積額

410,468,669 円

２．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき退職給付の見積額

16,595,684,139 円

※３．〔金融商品の状況及び時価等の関係〕

(1) 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については、預金及び公債に限定し、金融機関からの借入により

資金を調達しております。

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、会計細則等に沿ってリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債の

みを保有しており株式等は保有しておりません。

借入金の使途は労働安全衛生融資業務に係る貸付金財源の借換資金であり、主務大臣

により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。



(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1)現金及び預金、(2)医業未収金、(4)未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(3)有価証券及び投資有価証券

満期保有目的債券の時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によ

っております。

譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(5)長期性預金

長期性預金のうち、コーラブル預金の時価については、取引先金融機関から提示された価格に

よっております。

(6)融資資金貸付金、(7)援護資金貸付金、(8)破産更生債権等、(9)未払賃金代位弁済求償権

これらについては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた

め、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、

当該価額をもって時価としております。

(10)１年以内返済長期借入金、(11)買掛金、(12)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（単位：円）

貸借対照表 時価 差額

計上額

(1) 現金及び預金 71,208,458,619 71,208,458,619 ―

(2) 医業未収金 45,348,218,147 45,348,218,147 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券 29,041,737,838 29,084,430,000 42,692,162

（満期保有目的債券） 3,041,737,838 3,084,430,000 42,692,162

（譲渡性預金） 26,000,000,000 26,000,000,000 ―

(4) 未収金 839,561,673 839,561,673 ―

(5) 長期性預金 23,100,000,000 23,100,146,206 146,206

(6) 融資資金貸付金 279,334,340 279,334,340 ―

(7) 援護資金貸付金 4,155,970 4,155,970 ―

(8) 破産更生債権等 127,709,840 127,709,840 ―

(9) 未払賃金代位弁済求償権 4,737,920,555 4,737,920,555 ―

(10) １年以内返済長期借入金 (1,373,920,000) (1,373,920,000) （―）

(11) 買掛金 (12,210,196,589) (12,210,196,589) （―）

(12) 未払金 (19,612,311,584) (19,612,311,584) （―）

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。



〔資産除去債務に関する事項〕

４．貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

水質汚濁防止法上の特定施設に該当する当法人の病院敷地について、土壌汚染対策法

に基づく土壌汚染調査が義務付けられておりますが、その履行時期が明らかになってい

ないものについては、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積もることができない

ため、当該義務に係る資産除去債務を計上しておりません。

〔損益計算書関係〕

※５．医療事業費 経費の内訳

謝金 19,632,552,724 円

光熱水費 5,252,532,345 円

修繕費 2,354,672,610 円

賃借料 4,806,719,657 円

雑役務費 9,215,230,075 円

業務委託費 18,519,865,452 円

その他 10,358,474,201 円

計 70,140,047,064 円

※６．医療事業費 材料費の内訳

薬品費 38,068,385,553 円

診療材料費 24,555,944,443 円

医療消耗備品費 9,787,091,135 円

その他 945,968,886 円

計 73,357,390,017 円

※７．未払賃金立替払業務費用の内訳

求償権償却引当金繰入 10,128,902,085 円

※８．一般管理費 経費の内訳

謝金 659,331,342 円

賃借料 305,565,794 円

雑役務費 242,579,859 円

業務委託費 150,046,073 円

その他 165,117,638 円

計 1,522,640,706 円

※９．医療事業収入の内訳

入院収入 200,642,628,061 円

外来収入 76,017,013,267 円

その他 8,180,011,229 円

計 284,839,652,557 円



※10．雑益の内訳

駐車場等使用料収入 808,600,815 円

看護学生授業料等収入 660,926,257 円

宿舎等賃貸料収入 546,085,330 円

その他 888,206,177 円

計 2,903,818,579 円

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕

※11．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 71,208,458,619 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 △ 23,542,184,667 円

資金期末残高 47,666,273,952 円

12．重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得 4,073,735,966 円

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕

※13．引当外賞与見積額

①当事業年度末の引当外賞与見積額 410,468,669 円

②前事業年度末の引当外賞与見積額 406,080,236 円

(差引)引当外賞与見積額(①－②) 4,388,433 円

※14．引当外退職給付増加見積額

①当事業年度末の退職給付見積額 18,121,302,180 円

②前事業年度末の退職給付見積額 17,126,582,117 円

③退職者に係る前事業年度末退職給付見積相当額 637,172,270 円

(差引)引当外退職給付増加見積額(①－②－③) 357,547,793 円

※15．引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの

人数 70 名

期間中における純増加額 80,139,010 円

16．行政サービス実施コストのうち労災病院の運営に係るもの

業務費用

損益計算書上の費用 292,316,215,747 円

(控除)自己収入等 △ 283,199,686,841 円

損益外除売却差額相当額 599,052 円

引当外退職給付増加見積額 1,527,700 円

機会費用 803,149,434 円

行政サービス実施コスト 9,921,805,092 円



※17．〔退職給付関係〕

(1) 採用している退職給付制度の概要

採用している退職給付制度は、厚生年金基金制度及び退職一時金制度です。

(2) 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 368,244,583,124 円

②未認識数理計算上の差異 △ 16,548,853,350 円

③年金資産 △ 116,460,236,241 円

退職給付引当金 235,235,493,533 円

注）労災病院事業以外については、退職給付引当金は計上しておりません。

(3) 退職給付費用に関する事項

Ⅰ．労災病院事業に係るもの

①勤務費用 14,683,982,409 円

②利息費用 5,922,095,118 円

③期待運用収益 △ 4,545,450,338 円

④掛金拠出金 △ 2,731,239,486 円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 2,279,610,489 円

退職給付費用 15,608,998,192 円

Ⅱ．労災病院事業以外に係るもの

①掛金拠出額 221,616,745 円

②退職手当 637,172,270 円

退職給付費用 858,789,015 円

注）退職手当は退職一時金制度に係る引当外退職給付に係る当期支給額であります。

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率

1.3％

②期待運用収益率（厚生年金基金制度）

4.4％

③退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数

厚生年金基金制度 ７年

退職一時金制度 ９年

注）費用処理は発生の翌事業年度からそれぞれの処理年数で行っております。

※詳細説明は、「事業報告書 ４．財務情報」の「（１）財務諸表の概要」に記載して

おります。



18．〔重要な債務負担行為〕

以下の工事契約を締結しております。

(1) 富山労災病院増改築工事 6,739,649,720 円

(2) 大阪労災看護専門学校整備工事 2,332,800,000 円

（3）本部事務管理棟整備工事 1,463,400,000 円

※19．〔固定資産の減損関係〕

Ⅰ 減損を認識した固定資産

(1) 福島労災病院

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 病院

場 所 福島県いわき市

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 50,258,757円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の一部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 11,961,345円 －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

病院は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体とし

てそのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しており、使用価値相

当額は、当該資産の帳簿価格に、当該資産につき使用が想定されていない部

分以外の割合を乗じて算出した価格を用いております。

(2) 北海道中央病院せき損センター看護師宿舎他６件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 看護師宿舎他

場 所 北海道美唄市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 382,127,101円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部又は一部の使用が想定されていないため、減損を認識して

おります。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳



種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 220,867,562円 －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体とし

てそのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 当該資産の全部の使用が想定されていない資産については正味売却価額

としており、正味売却価額の算定に当たっては、売却見込みがないため備

忘価額を用いております。

当該資産の一部の使用が想定されていない資産については使用価値相

当額により測定しており、使用価値相当額は、当該資産の帳簿価額に、当

該資産につき使用が想定されていない部分以外の割合を乗じて算出した

価額を用いております。

(3) 旧九州労災病院他５件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 病院跡地等

場 所 福岡県北九州市他

種類及び帳簿価額 建 物 帳簿価額 493,200円

土 地 帳簿価額 407,929,792円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － －

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

建 物 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、

帳簿価格を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額及び公示価格等に

基づいており、帳簿価格を下回っていないため、減損損失は計上しており

ません。

(4) 旧労災リハビリテーション宮城作業所他1件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 労災リハビリテーション作業所跡地



場 所 宮城県宮城郡他

種類及び帳簿価額 土 地 帳簿価額 1,029,004,663円

イ 減損の認識に至った経緯

独立行政法人自らが、固定資産の全部につき使用しないという決定を行ったため、

減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、公示価格等に基づいており、帳簿価

格を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

(5) 水上荘

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 休養所

場 所 群馬県利根郡

種類及び帳簿価額 土 地 帳簿価額 44,096,300円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、

帳簿価額を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

Ⅱ 独立行政法人自らが固定資産の全部又は一部につき使用しないという決定を行った

場合であって、その決定が翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした

固定資産

(1) 富山労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 富山県魚津市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由



富山労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用し

ないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 686,555,383円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(2) 旭労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 愛知県尾張旭市

イ 使用しなくなる日 平成２７年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

旭労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用しな

いという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 586,352,887円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(3) 山陰労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 鳥取県米子市

イ 使用しなくなる日 未確定

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

山陰労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用し

ないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 未確定

増改築工事の詳細が確定していないため、当該固定資産の帳簿価額は記載してお

りません。

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(4) 大阪労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院



場 所 大阪府堺市

イ 使用しなくなる日 未確定

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

大阪労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用し

ないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 未確定

増改築工事の詳細が確定していないため、当該固定資産の帳簿価額は記載してお

りません。

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(5) 大阪労災看護専門学校

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 看護学校

場 所 大阪府堺市

イ 使用しなくなる日 平成２８年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

大阪労災看護専門学校は増改築工事を行う予定となっており、すべての既存建物

等は使用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 190,360,546円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(5) 労災リハビリテーション長野作業所

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 被災労働者（外傷性せき髄損傷者及び両下肢に重度の障害を受けた者）

の社会復帰の促進のためのリハビリテーション作業施設

場 所 長野県諏訪郡

イ 使用しなくなる日 平成２８年３月３１日

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

入所率の低下等の運用実績を踏まえ、作業所の効率化、有効利用の観点から、使

用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 137,060,441円

土 地 当事業年度の期末帳簿価額 306,168,713円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま



せん。

20．〔不要財産に係る国庫納付等の関係〕

１ 第2期中期目標期間の最後の事業年度における運営費交付金債務の精算収益化額

(1) 不要財産としての国庫納付を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

種類及び帳簿価額 現金及び預金 帳簿価額等 161,164,057円

(2) 不要財産となった理由

当機構の第2期中期目標期間の最後の事業年度（平成２５年度）における運営費交

付金債務について、独立行政法人会計基準に基づき、精算収益化を行っているとこ

ろであるが、独立行政法人労働者健康福祉機構の業務運営並びに財務及び会計に関

する省令に基づき、運営費交付金を充当して業務を行う勘定については、それ以外

の勘定と明確に区分して経理を行う必要があり、当該精算収益化額に相当する額等

については、当機構において活用できないため、将来にわたり業務を実施するうえ

で必要がない財産と認められるもの。

(3) 国庫納付等の方法

現物納付による国庫納付（独立行政法人通則法第４６条の２第１項）

(4) 国庫納付等が行われた年月日 平成27年3月9日

(5) 減資額 0円

2 政府出資見合いの資産として承継した事務所及び宿舎等の敷金返戻金

（1）不要財産としての国庫納付を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

種類及び帳簿価額 現金及び預金 帳簿価額等 7,055,828円

(2) 不要財産となった理由

当機構の設立の際、政府出資見合いの資産として承継した事務所及び宿舎等の敷金

のうち、設立以降に事務所の移転や縮小、宿舎の退去等に伴い生じた敷金の返戻金

（平成２６年３月末までに新たに敷金として差し入れたものを除く。）について、

使用計画がなく、将来にわたり業務を確実に実施する上で必要がない財産と認めら

れるもの。

(3) 国庫納付等の方法

現物納付による国庫納付（独立行政法人通則法第４６条の２第１項）

(4) 国庫納付等が行われた年月日 平成27年3月9日

(5) 減資額 7,055,828円

21．〔独立行政法人改革等に関する基本的な方針〕

平成２５年１２月２４日に「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が閣議決定

され、当機構と独立行政法人労働安全衛生総合研究所を統合し、中期目標管理型の法人

とすることとされており、国が委託事業として実施している産業保健支援に関する事業

及び化学物質の有害性調査（日本バイオアッセイ研究センター事業）については、統合

法人の業務として集約し、一元的に実施することとされております。

また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、平成２７年２月

２４日に厚生労働省所管の独立行政法人改革を行うために必要な措置を行う



ための法律案「独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律

の整備等に関する法律案」が閣議決定され、その後第１８９回国会で審議され、

同年４月２４日法律が成立し、同年５月７日に公布されております。

これによって、平成２８年４月１日より独立行政法人労働安全衛生総合研究

所と統合して独立行政法人労働者健康安全機構と改正し、化学物質の有害性調

査を統合法人の業務に追加することが決定しております。


